
 

京都市指定給水装置工事事業者 
指定の更新手続き案内 

 

京都市上下水道局 

水道部水道管路課 

  

  

更新手続きの日程等 

 

 

更 新 対 象 者：指定証の有効期間が満了する者 

申請書受付期間：ホームページに掲載のとおり 
指定証交付期間：ホームページに掲載のとおり 
有 効 期 間：更新後の指定証に記載 
更 新 手 数 料：１０，０００円（非課税） 
 

 

※申請書は、ホームページからダウンロードできます。水道部水道管路課にて

お渡しすることもできます。 

※申請書類の提出は、郵送で受け付けます。持参でも受け付けますが、その場で

の審査は行いません。 

※既に届出されている内容について、変更事由がある場合には、速やかに届け

出てください。変更の手続きが完了されていない場合には、更新の手続きがで

きません（詳細は１８ページを参照ください）。 

※書類添付漏れ等について当局から電話で連絡する場合がありますので、連絡

がつく電話番号を記載してください。 

 

 

※この案内は、令和６年４月１日現在施行の法令等に基づいています。 
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１ はじめに 
指定給水装置工事事業者制度は、規制緩和の要請を受け、平成１０年４月に、統一

化・明確化された全国一律の指定要件のもとで給水装置工事事業者を指定するととも

に、給水装置工事主任技術者の国家資格を創設し、給水装置工事を適正に施行できる

全国統一的な技術水準の確保を図ることとしたものです。 

 

しかし、指定の有効期間がなく、事業の廃止・休止等の状況が反映されにくく、実

態を把握することが困難であるため、水道事業者による所在確認が取れない指定業者

が存在するなど実態との乖離が生じたり、無届工事や不良工事が発生したりするなど

の課題がありました。 

 

そこで、こうした課題に対応するため、指定給水装置工事事業者の資質の維持・向

上を図ることを目的として５年ごとの更新制が導入されることとなりました。 

指定給水装置工事事業者の指定は、５年ごとに更新が必要となり、指定の有効期間

（指定の効力が満了する日）の経過によって失効することとなります。 

 

また、更新申請時には、新たに指定給水装置工事事業者の事業運営の基準（遵守す

べき項目）や営業内容等を確認します。 

そして、給水装置工事を依頼される市民の皆さまに対して、指定給水装置工事事業

者を選択する際に、有用な情報となるよう活用していきます。 

 

京都市上下水道局では、指定給水装置工事事業者の皆さまと共に市民の皆さまの生

活を支える水道を守り続けていくために、また、給水装置工事を依頼される市民の皆

さまに安心していただくために、指定給水装置工事事業者制度の適正な運用を実施し

てまいります。 

 

２ 更新対象者 
指定証の有効期間が満了する者。 

更新手続きについて不明な点がある場合には、水道部水道管路課（０７５－６７２

－７７５２）にお問合せください。 

 

３ 更新手続きの日程等 
（１）申請書交付期間 

申請書は、ホームページ（https://www.city.kyoto.lg.jp/suido/）及び水道部水

道管路課にて交付しています。 

水道管路課での交付時間は、午前９時～正午、午後１時～午後４時（ただし、土

曜日・日曜日・祝日を除く。）です。 

（２）申請書受付期間 

日程については、ホームページを参照してください。 

書類の提出は郵送（受付期間内必着）で受け付けます。 
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持参でも受け付けますが、その場での審査は行いません。 

持参受付時間は、午前９時～正午、午後１時～午後４時（ただし、土曜日・日曜

日・祝日を除く。）です。 

不備のある書類は受理できません。 

（３）指定証交付期間 

日程については、ホームページを参照してください。 

午前９時～正午、午後１時～午後４時（ただし、土曜日・日曜日・祝日を除く。） 

指定の更新に係る指定給水装置工事事業者指定証を交付しますので、指定証交付

期間に水道部水道管路課に取りに来てください。なお、郵送での交付は行いません。 

（４）更新指定日 

指定証に記載して発行します。 

（５）有効期間 

指定証に記載して発行します。 

   有効期間は、指定日から５年間（５年ごとに更新が必要）となります。 

有効期間（指定の効力が満了する日）の経過によって失効することとなります。 

 

４ 更新手数料 

手数料 10,000 円（非課税） 

○更新指定を希望される場合（手数料の納付が必要） 

※更新の案内に同封した納入通知書をお近くの金融機関窓口に持参してお支払

いください。 

※領収書のコピーを申請書類とともに提出してください。 

※手数料のお支払いが確認できない場合は、書類の審査を行いません。 

※『指定給水装置工事事業者指定申請書』受付後に申請を取り消された場合であ

っても、申請手数料の返金は行いません。 

○更新指定を希望されない場合（手数料の納付は不要） 

廃止手続きの際に納入通知書をそのまま返却してください。 

 

５ 京都市指定給水装置工事事業者としての心得 
指定給水装置工事事業者は、指定の要件に適合した工事事業者であり、「京都市の

指定業者」である自覚を持ち、社会的信用を損なうことのないよう、水道事業に関す

る法律や条例等を遵守するとともに、給水装置工事を依頼される市民の皆さまに対し

て工事の施行前に十分な説明を行うなど、誠意を持って対応することが必要です。 

 

また、水道法や水道法施行規則では、指定給水装置工事事業者が最低限遵守すべき

事項を事業の運営に関する基準として定めています。この事業の運営に関する基準は、

指定の条件という性格を有しています。そのため、事業の運営に関する基準に従った

適正な給水装置工事の施行などの適正な事業の運営ができていないと認められると

きは、指定の取消しを受けることがあります。 
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  京都市指定給水装置工事事業者として、市民の皆さまの生活を支える水道を守り、

給水装置工事を依頼される市民の皆さまに安心していただけるよう、水道事業に関す

る法律や条例等を遵守するなど高い規範意識が求められます。 

 

６ 指定の基準 
指定の基準は、参入制限とならない客観的かつ合理的なものとして、技術力と信頼

性を要件としています。 

 

・事業所ごとに給水装置工事主任技術者として選任されることとなる者を設置す

ること 

・給水装置工事に必要な機械器具を保有すること 

・指定を取消された日から２年を経過しない者などの欠格要件に該当しないこと 

 

  指定を受けるには、これらの基準のいずれにも適合している必要があります。 

 

７ 事業の運営に関する基準 
更新申請時には、指定給水装置工事事業者が最低限遵守すべき事項を定めた事業の

運営に関する基準に則り、適正に給水装置工事の事業を運営していることや営業内容

等の４項目を確認します。 

 

  ・３年に一度開催している京都市の研修会の受講状況 

  ・営業時間や対応工事などの業務内容 

  ・給水装置工事主任技術者等の研修（外部機関による研修及び自社内研修）の受講 

実績 

・過去１年以内の給水装置工事に主に従事し、適切に作業を行うことができる技 

能を有する者の従事状況 

 

  これらは、ホームページ等で公開し、給水装置工事を依頼される市民の皆さまが指

定給水装置工事事業者を選択する際に、有用な情報となるよう活用していきます。 
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８ 更新手続きの流れ 

指定給水装置工事事業者 京都市上下水道局（水道管路課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ ホームページ及び水道部水道管路課にて申請書類を交付しています。 

※２ 申請書受付期間に水道部水道管路課に書類を郵送（または持参）してください。 

※３ 手数料の納付が確認できない場合は審査を行いません。 

※４ 指定証交付期間に水道部水道管路課に指定証を取りに来てください。 

  

申

請

書

類

交

付 

必要書類の準備 

書類の作成 

手数料の納付 

更新手続きのお知らせ 

更

新

受

付 

書類の提出 

審査 

指定証の受領 

更新完了 

更新指定の決定 

指定証の交付 

※１ 

※２ 

※４ 

※３ 
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９ 申請書類及び添付書類 
法人・個人共通で必要な申請書類及び添付書類 

 ○指定給水装置工事事業者指定申請書（様式第１） 

 ○機械器具調書（様式第１（別表）） 

 ○機械器具の写真（カラー写真又はカラーコピー） 

 ○誓約書（様式第２） 

 ○誓約書（京都市暴力団排除条例関係） 

 ○指定給水装置工事事業者指定更新時確認書 

 ○更新手数料の領収書のコピー 

 ○給水装置工事主任技術者免状（コピー）又は給水装置工事主任技術者証（コピー） 

 ○従前の指定証（原本）または紛失届 

 法人の場合のみ必要な添付書類 

 ○定款（コピー） 

 ○登記事項証明書（原本） 

※発行日から３か月以内の履歴事項全部証明書 

 個人の場合のみ必要な添付書類 

 ○住民票の写し（原本） 

※発行日から３か月以内のもの。本籍、続柄、マイナンバーの記載不要。 

 

※ 書類に不備がある場合は受理できません。必要事項の記入漏れや添付書類の提出

漏れなどについては別途連絡します。 

※ 適切な書類の再提出等を行われない場合、指定の失効に至ることがありますので注

意してください。 

※ 法人で登記事項証明書に記載のない事業所を申請される場合及び個人で住民票の

住所と異なる事業所を申請される場合は、賃貸借契約書 または 公共料金等支払証の

写し等の提出を求める場合があります。 

※ 更新手続きに「給水装置工事主任技術者選任・解任届出書（様式第８）」の提出は

不要ですが、給水装置工事主任技術者の選任・解任がある場合には提出してください。 

※ 申請内容（事業所の名称、所在地、電話、FAX 等）に変更が生じている場合には、

更新手続きの前に「指定給水装置工事事業者指定事項変更届出書（様式第４）」を提

出してください。 
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１０ 申請書類の記入例 
（１）指定給水装置工事事業者指定申請書（様式第１） 

 

【様式第１（表面）】 

 

指定給水装置工事事業者指定申請書 

 

（あて先）京都市公営企業管理者 

     上 下 水 道 局 長 

 

年  月  日   

 

         申請者 氏名又は名称 株式会社 すみとひかり水道 

             住所 〒６０１－８１１６ 

京都市南区上鳥羽鉾立町１１番地３ 

              代表者氏名 代表取締役 水道 太郎 

              Tel  ０７５－６７２－７７５２ 

Fax  ０７５－６９１－６１３０ 

              携帯  ×××－××××－×××× 

         E-mail ××××××××××××× 

 

 水道法第１６条の２第１項の規定による指定給水装置工事事業者の指定を受

けたいので、同法第２５条の２第１項の規定に基づき、つぎのとおり申請します。 

 

役員（業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者）の氏名 

氏 名
フ リ ガ ナ

 氏 名
フ リ ガ ナ

 

代表取締役 水道
スイドウ

 太郎
タ ロ ウ

 

取締役   水道
スイドウ

 ひかり
ヒ カ リ

 

監査役   水道
スイドウ

 澄
スミ

都
ト

 

 

事業の範囲 管工事業等 

機械器具の名称、性能及び数 別表のとおり 

申請される日付を記入して

ください。 

個人の場合には、住民票、 

法人の場合には、登記事項

証明書の記載どおりに記入

してください。 

法人の場合には、代表取締役から監査役

までの役員全員（フリガナ含む）を記入

してください。 

個人の場合には、記入不要です。 

個人の場合には、行う事業の内容を、 

法人の場合には、登記事項証明書の

「目的」欄等を記入してください。 

押印不要。 
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【様式第１（裏面）】 

 

 

当該給水区域で給水装置工事の事業を行う事業所の名称 株式
かぶしき

会社
がいしゃ

 すみとひかり水道
すいどう

 

京都
きょうと

支店
してん

 支店長
してんちょう

 水道
すいどう

 ひかり 

上 記 事 業 所 の 所 在 地  

〒６０１－８１×× 

京都市南区上鳥羽鉾立町××番地 

Tel  ０７５－６７２－７７×× 

Fax  ０７５－６９１－６１×× 

上記事業所で選任されることとなる給水装置工事主任技術者の氏名
フリガナ

 給水装置工事主任技術者免状の交付番号 

 

水道
スイドウ

 太郎
タ ロ ウ

 

 

水道
スイドウ

 ひかり
ヒ カ リ

 

 

×××××× 

 

×××××× 

 

 

 

 

当該給水区域で給水装置工事の事業を行う事業所の名称 
 

上 記 事 業 所 の 所 在 地  
 

上記事業所で選任されることとなる給水装置工事主任技術者の氏名
フリガナ

 給水装置工事主任技術者免状の交付番号 

  

 

 

 

 

指定を受けることとなる主たる事業を行う事業所の名称（支店、

営業所･･･フリガナ含む）、代表者氏名、所在地、Tel、Faxを記

入してください。番地や建物名を省略しないでください。 

「給水装置工事主任技術者免状」等を参考に記入してください。 

選任されることとなる者（現在、選任されている場合を含む）の全員

（フリガナ含む）を記入してください。 

上記以外に事業を行う事業所がある場合

には、記入してください。 

押印不要。 
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（２）機械器具調書（様式第１（別表））  

 

機 械 器 具 調 書 

年  月  日現在   

 

種  別 名  称 型式、性能 数量 備考 

管の切断用の機械

器具 

 

 

 

 

 

管の加工用の機械

器具 

 

 

 

 

接合用の機械器具 

 

 

 

 

 

水圧テストポンプ 

金切りのこ 

エンジンカッター 

セーパーソー 

パイプカッター 

 

 

 

やすり 

パイプねじ切り器 

パイプ圧着機 

 

 

 

トーチランプ 

パイプレンチ 

ウォータープライ

ヤー 

 

 

水圧テストポンプ 

××ｍｍ 

ＥＫ×外径×× 

ＪＲ×× 

××Ａ 

 

 

 

××× 

××× Ｎ８０Ａ 

ＳＳ×× 

 

 

 

ＳＴ×× 

××ｍｍ 

××ｍｍ 

 

 

 

Ｔ－×× 

× 

× 

× 

× 

 

 

 

× 

× 

× 

 

 

 

× 

× 

× 

 

 

 

× 

 

（注） 種別の欄には「管の切断用の機械器具」、「管の加工用の機械器具」、

「接合用の機械器具」、「水圧テストポンプ」の別を記入すること。 

 

申請される日付を記入して

ください。 

種別ごとに１種類以上の機械器具（機械器具の写真のもの）を記入

してください。 
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（３）機械器具の写真（カラー写真又はカラーコピー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機械器具調書（様式第１（別表）に記入した機械器具を

「管の切断用の機械器具」、「管の加工用の機械器具」、

「接合用の機械器具」、「水圧テストポンプ」に分けた写

真を提出してください。 



10 
 

（４）誓約書（様式第２） 

 

誓   約   書 

 

 

指定給水装置工事事業者申請者及びその役員は、水道法第 25 条の 3第 1項第 3号イから

へまでのいずれにも該当しない者であることを誓約します。 

 

年  月  日 

 

申請者 

氏名又は名称  株式会社 すみとひかり水道    

住所       〒６０１－８１１６        

 京都市南区上鳥羽鉾立町１１番地３ 

代表者氏名   代表取締役 水道 太郎      

 

 

（あて先）京都市公営企業管理者上下水道局長 

 

 

 

 

  

申請される日付を記入して

ください。 

個人の場合には、住民票、 

法人の場合には、登記事項

証明書の記載どおりに記入

してください。 
押印不要。 
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（５）誓約書（京都市暴力団排除条例関係） 

【第１号様式（第３条、第４条及び第６条関係）】 

 

誓  約  書 

（宛先） 

京都市公営企業管理者上下水道局長 
          年  月  日 

誓約者の住所（法人にあっては、主たる

事務所の所在地） 

〒６０１－８１１６ 

京都市南区上鳥羽鉾立町１１番地３ 

誓約者の氏名（法人にあっては、名称及び代表

者名） 

株式会社 すみとひかり水道 

代表取締役 水道 太郎  

電話 ０７５－６７２－７７５２ 

 

 誓約者が京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等及び同条第５号に

規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約します。 

誓 約 者 並 び に そ の 役 員 及 び 使 用 人 の 名 簿  

役職名又は呼称 氏 名 フ リ ガ ナ 生 年 月 日 性 

別 

代表取締役 水道 太郎 スイドウ タロウ Ｈ×．×．×． 男 

取締役 水道 ひかり スイドウ ヒカリ Ｓ×．×．×． 女 

監査役 水道 澄都 スイドウ スミト Ｓ×．×．×． 男 

××支店長 ×× ×× ×××× ××× Ｓ×．×．×． 男 

     

     

     

     

     

     

     

注 誓約者並びにその役員及び使用人の名簿の欄は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次

に掲げる者について記入してください。 

⑴ 誓約者が法人である場合 京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員

及び使用人（市長等（指定管理者を含む。以下同じ。）が全ての使用人について記入

することが困難であると認めるときは、市長等が指定する使用人に限る。） 

 ⑵ 誓約者が個人である場合 誓約者及び京都市暴力団排除条例第２条第４号ウに規

定する使用人（市長等が全ての使用人について記入することが困難であると認める

ときは、市長等が指定する使用人に限る。） 

  

申請される日付を記入して

ください。 

個人の場合には、住民票、 

法人の場合には、登記事項証明書の

記載どおりに記入してください。 

押印不要。 

個人の場合には、代表者等を記入してください。 

法人の場合には、代表取締役から監査役までの役員全員を記入してください。 

なお、事業所の代表者（支店長等）が役員でない場合であっても、事業所の代表

者（支店長等）も記入してください。 
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申請される日付を記入して

ください。  

指定給水装置工事事業者指定更新時確認書 

 

 年  月  日 

 

氏名又は名称 株式会社 すみとひかり水道 

住    所 〒６０１－８１１６ 

京都市南区上鳥羽鉾立町１１番地３ 

代表者氏名 代表取締役 水道 太郎 

電 話 番 号 ０７５－６７２－７７５２ 

 

１ 指定給水装置工事事業者の業務内容 

（１）営業状況 

営業日 月～金 

営業時間 午前９時～午後６時 

休業日 
土日・祝日、年末年始（１２月２９日～１月３日）、 

盆休み（８月１３日～１６日） 

電話番号 ０７５－６７２－７７×× 

ＦＡＸ番号 ０７５－６９１－６１×× 

公表の可否：  可 ☑   不可 □  

※ 指定給水装置工事事業者登録の電話番号・ＦＡＸ番号と異なる番号を、お客様向けの 

連絡先として用意されている場合は、お客様向けの連絡先を記入してください。 

 

（２）業務内容（「ウ その他」に詳細な内容を記入していただいて結構です。） 

ア 新設・改造工事 

配水管からの分岐 ～ 水道メーター 水道メーター ～ 宅内給水装置 

可  ☑ 

不可 □ 

可  ☑ 

不可 □ 

 

イ 修繕 

水漏れや故障の修繕、取替 埋設部 給水設備 

蛇口 

（混合水栓等） 
トイレ 屋内配管 給水管 受水槽 ポンプ 

可  ☑ 

不可 □ 

可  ☑ 

不可 □ 

可  ☑ 

不可 □ 

可  ☑ 

不可 □ 

可  ☑ 

不可 □ 

可  ☑ 

不可 □ 

個人の場合には、住民票、 

法人の場合には、登記事項

証明書の記載どおりに記入

してください。 

押印不要。 
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 ウ その他 

 

 

 

 

公表の可否：  可 ☑   不可 □  

 

＊ 公表には、ホームページ等への掲載を含みます。 

＊ 業務内容に変更が生じた場合には、速やかにその旨を届け出るようお願いします。 

 

（３）貯水槽管理技術者（旧貯水槽水道衛生管理士）の在籍状況（公表対象外） 

水道事業者（上下水道局）は、貯水槽水道における供給水の安全衛生を確保するため、貯

水槽水道の管理に関して、助言・指導・勧告を行うことがあります。 

貯水槽管理技術者（旧貯水槽水道衛生管理士）は、公益社団法人全国建築物飲料水管理協

会が行う講習会を受講することによって取得できる資格です。 

貯水槽水道の設置者と連携して貯水槽水道の維持管理等を行うとともに、水道事業者等

の関係行政機関と情報交換を行い、貯水槽水道における供給水の安全衛生を確保する役割

があります。 

 

氏名 取得年月日 有効期限 

水道 太郎 平成３０年 ×月 ×日 令和７年 ×月 ×日 

   

※在籍されている場合は、資格者証のコピーなど有効期限を確認できるものを添付してく

ださい。 

 

２ 京都市上下水道局が実施している指定給水装置工事事業者研修会（過去５年以内）の 

受講実績 

受講実績 

受講   ☑ 受講年度 
令和３年度    ☑ 

平成３０年度   ☑ 

未受講  □ 
未受講理由 

＊非公表 
 

公表の可否：  可 ☑   不可 □  
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３ 給水装置工事主任技術者等の研修受講実績（過去５年以内） 

 

水道法施行規則 第 36 条 

法第 25 条の 8に規定する厚生労働省令で定める給水装置工事の事業の運営に関する基準

は、次の各号に掲げるものとする。（以下抜粋） 

４ 給水装置工事主任技術者及びその他の給水装置工事に従事する者の給水装置工事の施

行技術の向上のために、研修の機会を確保するよう努めること。 

 

受講者名（公表対象外） 研修会名、実施団体 受講年月日 

水道 太郎 
給水工事技術振興財団ｅ－ラー

ニング 
令和６年 ×月 ×日 

水道 ひかり 自社内研修（××に関する研修） 令和６年 ×月 ×日 

   

   

   

   

   

   

   

   

公表の可否：  可 ☑   不可 □  

 

＊ 外部研修については、給水工事技術振興財団の「ｅ－ラーニング」、「給水装置工事主任

技術者現地研修会」のみです。受講を証明する書類（修了証等）の写し（ｅ－ラーニン

グについては、受講終了時に終了年月日が表示されますので、その画面を印刷したもの）

を添付してください。 

＊ 他の自治体主催の研修会は除きます。 

＊ 公表には、ホームページ等への掲載を含みます。 

＊ 行数が足りない場合には、必要に応じてコピー等をしてください。 

〇 外部研修 

給水工事技術振興財団の「ｅ－ラーニング」、「給水装置工事主

任技術者現地研修会」のみです。 

ｅ－ラーニングについては、受講終了時に終了年月日が表示さ

れますので、その画面を印刷したものを添付してください。 

〇 自社内研修 

自社内研修がある場合には、裏面の明細書にその研修について

記入してください。 

京都市主催の研修内容を社内で情報共有するために行う研修は

自社内研修としてください。 

 

※京都市主催の研修会は「２」にて確認していますので、ここに

は記入しないでください。また、他の自治体主催の研修会は除き

ます。 

受講実績がない場合には、「実績な

し」と記入してください。 
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給水装置工事主任技術者等の自社内研修明細書 

 

 

給水装置工事主任技術者等に行った自社内研修がある場合には、その研修について記載

してください。 

 

 

受講者名 研修名 研修内容 研修方法 研修時間 

水道 ひかり ××に関する研

修 

☑ 給水装置及び給水装置工事

法に関する最新の技術情報 

☑ 給水装置の事故事例と対策

技術 

☐ 給水装置の故障・異常の原

因と修繕工事法 

☐ 給水装置工事主任技術者の

職務と役割 

☐ その他 

（            ） 

☑ 座学・講義 

☐ 実技 

☐ その他 

（       ） 

☑ ３０分未満 

☐ ３０分以上

１時間未満 

☐ １時間以上 

２時間未満 

☐ ２時間以上 

  ☐ 給水装置及び給水装置工事

法に関する最新の技術情報 

☐ 給水装置の事故事例と対策

技術 

☐ 給水装置の故障・異常の原

因と修繕工事法 

☐ 給水装置工事主任技術者の

職務と役割 

☐ その他 

（            ） 

☐ 座学・講義 

☐ 実技 

☐ その他 

（       ） 

☐ ３０分未満 

☐ ３０分以上

１時間未満 

☐ １時間以上 

２時間未満 

☐ ２時間以上 

  ☐ 給水装置及び給水装置工事

法に関する最新の技術情報 

☐ 給水装置の事故事例と対策

技術 

☐ 給水装置の故障・異常の原

因と修繕工事法 

☐ 給水装置工事主任技術者の

職務と役割 

☐ その他 

（            ） 

☐ 座学・講義 

☐ 実技 

☐ その他 

（       ） 

☐ ３０分未満 

☐ ３０分以上

１時間未満 

☐ １時間以上 

２時間未満 

☐ ２時間以上 
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４ 過去１年以内の京都市内における給水装置工事に主に従事した適切に作業を行うこと

ができる技能を有する者の状況 

 

水道法施行規則 第 36 条 

法第 25 条の 8に規定する厚生労働省令で定める給水装置工事の事業の運営に関する基準

は、次の各号に掲げるものとする。（以下抜粋） 

２ 配水管から分岐して給水管を設ける工事及び給水装置の配水管への取付口から水道メ

ーターまでの工事を施行する場合において、当該配水管及び他の地下埋設物に変形、破損

その他の異常を生じさせることがないよう適切に作業を行うことができる技能を有する

者を従事させ、又はその者に当該工事に従事する他の者を実施に監督させること。 

 

 京都市内において、 

「配水管からの分岐～水道メーター」の工事 

施行する      ☑ 

施行しない     □ 

公表の可否：  可 ☑   不可 □  

※施行するにチェックを入れた場合は、資格を証明する書類等の写し（給水装置工事配管技

能者証のコピー等）を添付してください。 

 

（「配水管からの分岐～水道メーター」の工事を施行しない場合には、以下は記入不要です。） 

技能を有する者の

氏名 

（公表対象外） 

配水管への分水栓の取付・

せん孔、給水管の接合、い

ずれの経験も有しているか 

（〇・×を記入） 

資格等を有しているか 

（〇・×を記入） 
工事年度 

 保有している 

資格等 

水道 太郎 〇 〇 
① □ ② ☑ 

③ ☑ ④ □ 
 

水道 ひかり 〇 × 
① □ ② □ 

③ □ ④ □ 
Ｒ２ 

   ① □ ② □ 

③ □ ④ □ 

 

公表の可否：  可 ☑   不可 □  

＊ 資格等の区分 

① 給水装置工事配管技能者認定協議会会長の認定した者 

② 給水装置工事配管技能者講習会（全国標準講習）修了者、又は 

給水装置工事配管技能検定会（全国標準検定又はポリエチレン管検定）合格者 

③ 配水用ポリエチレンパイプシステム協会主催の施工講習会を受講した者 

④ 本市の技能者名簿登録者 

＊ 過去１年以内に工事実績がない場合には、直近の状況を記入してください。 

＊ 公表には、ホームページ等への掲載を含みます。 

＊ 行数が足りない場合には、必要に応じてコピー等をしてください。 

資格を有していなくても、経験を有していれ

ば記入してください。 

その場合、経験を有することとなった工事に

ついて裏面の明細書に記入してください。 

雇用関係のない下請け等も含み給水装置

工事に従事した者の氏名を記入してくだ

さい。 

① 給水装置工事配管技能者認定協議会会長の認定した者 

② 給水装置工事配管技能者講習会修了者、又は検定会合格者 

③ 配水用ポリエチレンパイプシステム協会主催の施工講習会受講者 

④ 本市の技能者名簿登録者 

 

施行するにチェックを入れた場合は、 

資格を証明する書類等の写し（給水装置工事配

管技能者証のコピー等）を添付してください。 
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過去１年以内の京都市内における給水装置工事に主に従事した 

適切に作業を行うことができる技能を有する者の状況明細書 

 

 

配水管への分水栓の取付・せん孔、給水管の接合、いずれの経験も有している者で、資格

等を有していない者は、経験を有することとなった工事について記載してください。 

 

 

 

技能を有する者の 

氏名 
工事名 工事期間 工事場所 

水道 ひかり ×××××工事 令和×年×月×日～

令和×年×月×日 

京都市××××××

×町 

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

 

申請書等を提出する前に今一度チェックを！！ 

※ ２０ページのチェック表にて、作成した書類の記入漏れや押印漏れがな

いか、申請書類が完備しているか再度確認してください。 

 

 

 

京都市内で行った工事を記入してください。 
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１１ 変更に関する届出 

変更事由が生じた場合には、変更届出書等の書類の提出が必要となります。 

書類の提出がない場合には、指定給水装置工事事業者の所在や動向を把握できなく

なるだけでなく、必要な連絡や情報提供などができなくなります。また、変更等の届

出をしなかった場合には、指定の取消し等の事由に該当します。 

 

変 更 事 由 提  出  書  類 提 出 期 限 

申請内容等の変更 

（事業所 の名 称、所在

地、電話、FAX 等） 

指定給水装置工事事業者指定事項

変更届出書（様式第４） 

変更のあった日から 

３０日以内 

事業の廃止・休止・再開 
指定給水装置工事事業者廃止・休

止・再開届出書（様式第５） 

廃止又は休止の日から 

３０日以内 

再開の日から１０日以内 

主任技術者の選任・解任 
給水装置工事主任技術者選任・解

任届出書（様式第８） 

選任又は解任の日から 

１４日以内 

※ 提出期限を過ぎた場合には、遅延理由書を提出する必要があります。 

※ 各種様式は、ホームページからダウンロードできます。 

※ 遅延理由書の様式はありません。 

※ 詳しくは、ホームページにて御確認ください。 

 

１２ 京都市指定給水装置工事事業者研修会 

京都市上下水道局では、指定給水装置工事事業者の届出事項及び給水装置工事主任

技術者の状況等の確認を行うことを目的として、指定給水装置工事事業者に対して、

適正な給水装置工事の施行の確保を図るための京都市指定給水装置工事事業者研修

会を３年に一度開催しています。 

直近では、令和６年度に書面研修を実施しました。詳細が決まりましたら、ダイレ

クトメールにてお知らせします。 
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１３ 指定の取消し等 

指定給水装置工事事業者制度は、指定給水装置工事事業者が指定の基準や事業の運

営に関する基準に適合していることを前提として、適切な給水装置工事の実施を確保

しようとするものです。 

そのため、指定の基準等に適合していない場合などの一定の要件に該当する場合に

は、指定の取消しをするなど厳正に対処します。 
指定の取消し等に該当した場合、告示、局のホームページ等で一般に周知します。 

 

【処分基準（主なもの）】 

違  反  内  容 処 分 内 容 

・指定の基準（事業所ごとの給水装置工事主任技術者の設置、工事に必

要な機械器具の保有、欠格要件に該当しないこと）のいずれかを満たさな

くなったとき。 

指定取消し 

又は 

指定停止 

・給水装置工事主任技術者の選任又は解任の届出をしないとき。 

・事業所の名称又は所在地等の変更を届出内しないとき。又は虚偽の届

出をしたとき。 

指定取消し 

又は 

指定停止 

・講習会・研修会等に無断で欠席したとき。 指定停止 

・不正の手段により、指定を受けたとき。 指定取消し 

 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせ先 

 
  

  担当 京都市上下水道局水道部水道管路課（事務担当） 

 
住所 〒６０１－８１１６ 

     京都市南区上鳥羽鉾立町１１番地３（４Ｆ） 

 
電話 ０７５－６７２－７７５２ 
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申請書等を提出する前に今一度チェックを！！ 

〇 申請書等に記入漏れはないか。 

６ページ～１７ページの「９ 申請書類の記入例」を参照し、次のチェック欄を利

用して不備や記入漏れがないか再度確認してください。 

□ 業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者は、法人の場合には、代表取

締役から監査役までの役員全員を記入してください。個人の場合には、記入不要

です。様式第１（表面）への記入内容を確認してください。 

□ 番地や建物名を省略して記載した場合、書類が届かない場合があります。様式第１

（裏面）への記入内容を確認してください。 

□ 選任されることとなる給水装置工事主任技術者は、選任されることとなる者（現

在、選任されている場合を含む）全員を記入してください。様式第１（裏面）へ

の記入内容を確認してください。 

□ 給水装置工事主任技術者免状の交付番号は、「給水装置工事主任技術者免状」等を

参考に記入してください。様式第１（裏面）への記入内容を確認してください。 

□ 機械器具は、種別の欄には「管の切断用の機械器具」、「管の加工用の機械器具」、

「接合用の機械器具」、「水圧テストポンプ」の別を記入し、それぞれ１種類以上機

械器具を記入してください。様式第１（別表）への記入内容を確認してください。 

 

〇 申請書類及び添付書類は完備しているか。 

５ページの「８ 申請書類」を参照し、次のチェック欄を利用して不備や提出漏れ

がないか再度確認してください。 

□ 指定給水装置工事事業者指定申請書（様式第１） 

□ 機械器具調書（様式第１（別表）） 

□ 機械器具の写真 （カラー写真又はカラーコピー） 

□ 誓約書（様式第２） 

□ 誓約書（京都市暴力団排除条例関係） 

※法人の場合には、代表取締役から監査役までの役員全員を記入 

□ 指定給水装置工事事業者指定更新時確認書 

□ 更新手数料の領収書のコピー 

□ 定款（コピー）【法人】 

□ 登記事項証明書（原本）【法人】（発行後３か月以内のもの） 

□ 住民票の写し（原本）【個人】（発行後３か月以内のもの。） 

※本籍、続柄、マイナンバーの記載不要。 

□ 給水装置工事主任技術者免状（コピー）又は給水装置工事主任技術者証（コピー） 

□ 従前の指定証（原本）または紛失届 

□ 資格を証明する書類等の写し（給水装置工事配管技能者証のコピー等） 

※配水管からの分岐～水道メーターの工事について、「施行する」を選択した場合に 

添付が必要となる。（本案内１６ページ参照） 


